
平成 １９ 年 １２ 月 １ 日

平成 １９ 年度 ～ 平成 ２３ 年度

内科、心療内科、精神科、呼吸器科、消化器科、循環器科、小児科、外科、整形外科、脳神経外科、心臓血管外科、麻酔
科、皮膚科、ひ尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、リハビリテーション科、放射線科、歯科口腔外科 計２０科

公立病院として今後果たすべき役
割(概要)
（注）詳細は別紙添付 県立病院が、政策医療及び不採算医療を担い、高度・特殊・先駆的医療等に取り組み、

地域医療の確保と医療水準の向上に資することを目的とする。

（今後の方針）基準外繰出の項目数及び金額の縮減を図る

策 定 日

対 象 期 間

病
院
の
現
状

病 院 名 県立下呂温泉病院

所 在地 下呂市幸田１１６２

病 床 数 ３２５床 （一般３２５床）

診療科目

(別紙４） 公立病院改革プランの概要

団 体 名 岐阜県

プ ラ ン の 名 称 岐阜県病院事業 公営企業経営健全化計画

10

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

経常収支比率 91.4 93.9 95.4 91.0 88.7

職員給与費比率 64.7 62.0 60.9 65.9 66.2

病床利用率 64.9 67.0 67.0 60.3 56.4

上記目標数値設定の考え方

一般会計における経費負担の考
え方(繰出基準の概要）
（注）詳細は別紙添付

（今後の方針）基準外繰出の項目数及び金額の縮減を図る。
(基準内繰出 計１７項目）
建設改良に要する経費、へき地医療の確保に要する経費、結核病院の運営に要する経
費、精神病院の運営に要する経費、リハビリテーション医療に要する経費、周産期医療に
要する経費、看護師養成所の運営に要する経費、院内保育所の運営に要する経費、救
急医療の確保に要する経費、高度医療に要する経費、保健衛生行政事務に要する経
費、医師及び看護師等の研究研修に要する経費、共済組合追加経費に要する経費等
(基準外繰出 計４項目） 医師確保や看護師確保等を目的とするもの

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

財務に係る数値目標（主なも
の）

H22～23年度
に、耐震補強工
事に伴う患者数
制限を予定

平成１８年４月から平成１９年５月までの実績をベースとして、経営改善努力や既定の整
備計画等を反映して設定したもの。

10



団体名
（病院名）

岐阜県立下呂温泉病院

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

設定していない

民間的経営手法の導入

事業規模・形態の見直し

公立病院としての医療機能に係る
数値目標（主なもの）

数
値
目
標
達
成
に
向
け
て

・運営形態の見直しを、検討している。

・下呂温泉病院については、施設の老朽化や病床稼働率の低迷等の課題に対して、抜本
的な再整備を検討している。

・材料費や経費について、一定の増加は不可避の状況であるが、平成18年度に整備した
経営管理システム等を用いて経営分析・原価計算等を行い、無駄の排除に努める。具体

11

経費削減・抑制対策

収入増加・確保対策

その他

別紙１のとおり

病床利用率の状況 １７年度 69.5% 1８年度 63.7% １９年度 64.9%

病床利用率の状況を踏
まえた病床数等の抜本
見直し、施設の増改築
計画の状況等

・下呂温泉病院については、施設の老朽化や病床稼働率の低迷等の課題に対して、抜本
的な再整備を検討している。

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

て
の
具
体
的
な
取
組
及
び
実
施
時
期

経営管理システム等を用いて経営分析 原価計算等を行い、無駄の排除に努める。具体
的な目標としては、材料費率や薬品費率は、類似規摸の黒字病院並水準以下となるよう
抑制し、経費の額は、平成18年度比で10億円の増加に抑制することを目安とする。
（材料費削減・抑制の取組み） 後発医薬品(先発品に比べ低価格）の採用点数の増加、
物流の無駄や非効率の改善、調達方法の見直し等
（経費削減・抑制の取組み） 後年度負担を考慮した施設・設備整備や機器調達、調達方
法の見直し等

・医師不足の解消に向けて、県立病院間での医師の派遣、系列外の大学の医局への働
きかけや地域の医療機関への協力依頼を行い、当直体制や外来診療の充実・維持に努
める。下呂温泉病院については大学と協力し「地域医療研究研修センター」に位置づけ、
総合臨床医育成の拠点として医師確保を図る。また、７対１看護基準の取得に向けた看
護職員の確保については、収益性を勘案しながら確保に努める。
・条例で定める使用料(分娩料等）については、コスト等に見合った適正な料金水準になっ
ているかどうか定期的に検討する。

各年度の収支計画

そ
の
他
の
特
記
事
項
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団体名
（病院名）

岐阜県立下呂温泉病院

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

経営形態の現況

再
編
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
化
に
係
る
計
画

二次医療圏内の公立病院等
配置の現況

－

都道府県医療計画等における
今後の方向性

－

再編・ネットワーク化計画の概
要及び当該病院における対応
計画の概要

＜時 期＞ 随 時 ＜内 容＞
・他の医療機関や二次医療圏毎に設置されている「地域医
療推進協議会」等から具体的な問題提起があれば対応を検
討する。

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）

12

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

その他特記事項
この「改革プラン」については、平成１９年度中に策定済みの「公営企業経営健全化計
画（公的資金補償金免除繰上償還にかかるもの）を読み替えしている。

経営形態見直し計画の概要
＜時 期＞
平成１９年度～

＜内 容＞
・平成１９年度～「県立病院のあり方を検討する会（平成１９
年５月設置、県立３病院の院長及び事務局長で構成）」にお
いて、地方独立行政法人化について検討した上、法人化を
求める意見書を知事へ提出。県においても、運営形態の見
直しについて検討を進めるため、外部有識者会議をはじめ
とする県民からの意見聴取を開始した。

点
検
・
評
価
・
公
表
等

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合そ
の概要）

県庁担当部署（健康福祉部医療整備課）でとりまとめの上、ホームページで公表

点検・評価の時期(毎年○月
頃等）

毎年１２月頃

（該当箇所に

討中の場合は複数可）

経
営
形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

（該当箇所に

経営形態の見直し（検討）の方向
性

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）
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(別紙） 団体名
（病院名）

岐阜県（県立下呂温泉病院）

１．収支計画 （収益的収支） (単位：百万円、％)

年 度

区 分

１. ａ 3,716 3,883 3,601 4,322 4,014 4,021

(1) 3,394 3,565 3,254 3,996 3,688 3,695

(2) 322 318 347 326 326 326

182 188 218 188 188 188

２. 890 675 586 526 512 492

(1) 853 616 530 489 475 455

(2) 0 0 0 0 0 0

(3) 37 59 56 37 37 37

(A) 4,606 4,558 4,187 4,848 4,526 4,513

１. ｂ 4,779 4,904 4,994 4,913 4,823 4,965

(1) ｃ 2,694 2,747 2,736 2,631 2,646 2,661

(2) 871 899 854 945 865 905

(3) 830 897 1,057 963 963 964

(4) 353 341 317 346 321 407

(5) 31 20 30 28 28 28

２. 305 295 165 167 153 124

(1) 133 118 61 66 61 83

(2) 172 177 104 101 92 41

支

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

収

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

医 業 外 収 益

他会計負担金・補助金

国 ( 県 ) 補 助 金

そ の 他

経 常 収 益

18年度(実績) 19年度（実績） 20年度（見込） 21年度 22年度 23年度

(B) 5,084 5,199 5,159 5,080 4,976 5,089

経 常 損 益 (A)－(B) (C) ▲ 478 ▲ 641 ▲ 972 ▲ 232 ▲ 450 ▲ 576

１. (D) 5 91 1 0 0 0

２. (E) 14 113 6 8 8 8

特 別 損 益 (D)－(E) (F) ▲ 9 ▲ 22 ▲ 5 ▲ 8 ▲ 8 ▲ 8

▲ 487 ▲ 663 ▲ 977 ▲ 240 ▲ 458 ▲ 584

(G) ▲ 553 ▲ 1,216 ▲ 2,193 ▲ 2,433 ▲ 2,891 ▲ 3,475

(ｱ) 5,756 5,159 5,168 4,914 4,289 3,791

(ｲ) 572 538 572 572 1,747 1,670

0 0 0 0 0 0

(ｳ) 0 0 0 0 0 0

（※） 0 0 0 0 0 0
(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
(c)
（a）

(H)
ａ

（※）N年度における単年度資金不足額については、次の算式により算出すること。
○「N年度 単年度資金不足額」＝（「N年度の不良債務額」－「N－１年度の不良債務額」）
・不良債務額が負の数となる場合（不良債務が発生しない場合）においても負の数で上記単年度資金不足額を算出すること

0

病 床 利 用 率 63.7 63.0 54.7 67.0 60.3 56.4

地方公共団体の財政の健全化に関する法律上の
資金不足比率

0 0 0 0 0

0 0

地方財政法上の資金不足の割合 ×100 0 0 0 0 0 0

地方財政法施行令第19条第１項
により算定した資金の不足額 (H) 0 0 0 0

83.2 81.0

職員給与費対医業収益比率 ×100 72.5 70.7 76.0 60.9 65.9 66.2

医 業 収 支 比 率 ×100 77.8 79.2 72.1 88.0

91.0 88.7

不 良 債 務 比 率 ×100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

単 年 度 資 金 不 足 額

経 常 収 支 比 率 ×100 90.6 87.7 81.2 95.4

0 0 0 0
又 は 未 発 行 の 額

(ｵ) 0 0 0 0

累 積 欠 損 金

不

良

債

務

流 動 資 産

流 動 負 債

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当年度同意等債で未借入
(ｴ)

差引
不 良 債 務

経 常 費 用

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

純 損 益 (C)＋(F)

出

00

・不良債務額が負の数となる場合（不良債務が発生しない場合）においても負の数で上記単年度資金不足額を算出すること
例）「22年度単年度資金不足額▲30百万円」＝（「22年度不良債務額▲20百万円」－「21年度不良債務額10百万円」）



団体名
（病院名）

岐阜県（県立下呂温泉病院）

２．収支計画（資本的収支） (単位：百万円、％)

年 度

区 分

１. 118 142 60 122 1,751 1,377

２. 271 615 194 318 614 409

３. 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0

５. 0 0 0 0 0 0

６. 2 3 12 0 0 0

７. 0 0 0 0 0 0

(a) 391 760 266 440 2,365 1,786

(c) 0 0 0 0 0 0

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 391 760 266 440 2,365 1,786

１. 181 133 152 405 2,279 1,811

２. 354 957 253 397 574 318

３. 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 1 0 0 0

(B) 535 1,090 406 802 2,853 2,129

差 引 不 足 額 (B)－(A) (C) 144 330 140 362 488 343

１. 144 330 140 362 488 343

２ 0 0 0 0 0 0
補
て

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

(b)
支 出 の 財 源 充 当 額
前年度許可債で当年度借入分

支

出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入金返還金

そ の 他

支 出 計

収

入

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

そ の 他

収 入 計

うち翌年度へ繰り越される

18年度(実績) 19年度（実績） 20年度（見込） 21年度 22年度 23年度

0 0 0 0 0 0

２. 0 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0

(D) 144 330 140 362 488 343

補てん財源不足額 (C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

（ 293） （ 63） （ 0） （ 40） （ 30） （ 0）

1,035 804 748 677 663 643

（ 23） （ 24） （ 13） （ 15） （ 0） （ 0）

271 615 188 318 614 409

（ 326） （ 87） （ 13） （ 55） （ 30） （ 0）

1,306 1,419 936 995 1,277 1,052

（注）
1
2

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

合 計

（ ）内はうち基準外繰入金額を記入すること。
「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局長通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる
繰入金以外の繰入金をいうものであること。

(単位：千円）

18年度(実績) 19年度（実績） 20年度（見込） 21年度 22年度 23年度

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(F)

又 は 未 発 行 の 額
実 質 財 源 不 足 額

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。
2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

0 0 0 0

て
ん
財
源

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

0 0



平成 １９ 年 １２ 月 １ 日

平成 １９ 年度 ～ 平成 ２３ 年度

各病院 ２０～２３科

公立病院として今後果たすべき役
割(概要)
（注）詳細は別紙添付 県立病院が、政策医療及び不採算医療を担い、高度・特殊・先駆的医療等に取り組み、

地域医療の確保と医療水準の向上に資することを目的とする。

（今後の方針）基準外繰出の項目数及び金額の縮減を図る。

策 定 日

対 象 期 間

病
院
の
現
状

病 院 名 岐阜県総合医療センター、岐阜県立多治見病院、岐阜県立下呂温泉病院 計３病院

所 在 地 岐阜市、多治見市、下呂市

病 床 数 １，５９６床 （一般１，４５７床、結核１３床、精神１２０床、感染症６床）

診療科目

(別紙４） 公立病院改革プランの概要

団 体 名 岐阜県

プ ラ ン の 名 称 岐阜県病院事業 公営企業経営健全化計画

1

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

経常収支比率 91.5 95.9 93.0 93.5 93.7

職員給与費比率 51.0 48.8 48.3 48.6 48.6

病床利用率 81.2 85.3 81.3 84.1 83.3

上記目標数値設定の考え方

一般会計における経費負担の考
え方(繰出基準の概要）
（注）詳細は別紙添付

（今後の方針）基準外繰出の項目数及び金額の縮減を図る。
(基準内繰出 計１７項目）
建設改良に要する経費、へき地医療の確保に要する経費、結核病院の運営に要する経
費、精神病院の運営に要する経費、リハビリテーション医療に要する経費、周産期医療に
要する経費、看護師養成所の運営に要する経費、院内保育所の運営に要する経費、救
急医療の確保に要する経費、高度医療に要する経費、保健衛生行政事務に要する経
費、医師及び看護師等の研究研修に要する経費、共済組合追加経費に要する経費等
(基準外繰出 計４項目） 医師確保や看護師確保等を目的とするもの

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

財務に係る数値目標（主なも
の）

平成１８年４月から平成１９年５月までの実績をベースとして、経営改善努力や既定の整
備計画等を反映して設定したもの。

1



団体名
（病院名）

岐阜県

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

設定していない

民間的経営手法の導入

事業規模・形態の見直し

公立病院としての医療機能に係る
数値目標（主なもの）

数
値
目
標
達
成
に
向
け
て

・運営形態の見直しを、検討している。

・岐阜県総合医療センターと多治見病院については、現行の整備計画に沿って機能の整
備・維持を図る。
・下呂温泉病院については、再整備に向けて検討を進める。

・材料費や経費について、一定の増加は不可避の状況であるが、平成18年度に整備した
経営管理システム等を用いて経営分析・原価計算等を行い、無駄の排除に努める。具体
的な目標としては 材料費率や薬品費率は 類似規摸の黒字病院並水準以下となるよう

2

経費削減・抑制対策

収入増加・確保対策

その他

別紙１のとおり

病床利用率の状況 １７年度 83.0% 1８年度 76.0% １９年度 81.2%

病床利用率の状況を踏
まえた病床数等の抜本
見直し、施設の増改築
計画の状況等

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

て
の
具
体
的
な
取
組
及
び
実
施
時
期

的な目標としては、材料費率や薬品費率は、類似規摸の黒字病院並水準以下となるよう
抑制し、経費の額は、平成18年度比で10億円の増加に抑制することを目安とする。
（材料費削減・抑制の取組み） 後発医薬品(先発品に比べ低価格）の採用点数の増加、
物流の無駄や非効率の改善、調達方法の見直し等
（経費削減・抑制の取組み） 後年度負担を考慮した施設・設備整備や機器調達、調達方
法の見直し等

・医師不足の解消に向けて、県立病院間での医師の派遣、系列外の大学の医局への働
きかけや地域の医療機関への協力依頼を行い、当直体制や外来診療の充実・維持に努
める。下呂温泉病院については大学と協力し「地域医療研究研修センター」に位置づけ、
総合臨床医育成の拠点として医師確保を図る。また、７対１看護基準の取得に向けた看
護職員の確保については、収益性を勘案しながら確保に努める。
・条例で定める使用料(分娩料等）については、コスト等に見合った適正な料金水準になっ
ているかどうか定期的に検討する。

各年度の収支計画

そ
の
他
の
特
記
事
項

2



団体名
（病院名）

岐阜県

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

経営形態の現況

再
編
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
化
に
係
る
計
画

二次医療圏内の公立病院等
配置の現況

－

都道府県医療計画等における
今後の方向性

－

再編・ネットワーク化計画の概
要及び当該病院における対応
計画の概要

＜時 期＞ 随 時 ＜内 容＞
・他の医療機関や二次医療圏毎に設置されている「地域医
療推進協議会」等から具体的な問題提起があれば対応を検
討する。

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）

3

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

その他特記事項
この「改革プラン」については、平成１９年度中に策定済みの「公営企業経営健全化計
画（公的資金補償金免除繰上償還にかかるもの）を読み替えしている。

経営形態見直し計画の概要
＜時 期＞
平成１９年度～

＜内 容＞
・平成１９年度～「県立病院のあり方を検討する会（平成１９
年５月設置、県立３病院の院長及び事務局長で構成）」にお
いて、地方独立行政法人化について検討した上、法人化を
求める意見書を知事へ提出。県においても、運営形態の見
直しについて検討を進めるため、外部有識者会議をはじめ
とする県民からの意見聴取を開始した。

点
検
・
評
価
・
公
表
等

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合そ
の概要）

県庁担当部署（健康福祉部医療整備課）でとりまとめの上、ホームページで公表

点検・評価の時期(毎年○月
頃等）

毎年１２月頃

（該当箇所に

討中の場合は複数可）

経
営
形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

（該当箇所に

経営形態の見直し（検討）の方向
性

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）

3



(別紙） 団体名
（病院名）

岐阜県

１．収支計画 （収益的収支） (単位：百万円、％)

年 度

区 分

１. ａ 25,760 27,798 27,964 30,137 30,345 30,405

(1) 24,421 26,318 26,852 28,655 28,863 28,923

(2) 1,339 1,480 1,112 1,482 1,482 1,482

864 900 522 897 897 897

２. 3,243 2,796 3,254 2,631 2,583 2,445

(1) 2,966 2,451 2,882 2,390 2,346 2,208

(2) 54 53 41 83 83 83

(3) 223 292 331 158 154 154

(A) 29,003 30,594 31,218 32,768 32,928 32,850

１. ｂ 29,054 30,574 33,212 33,748 33,736 33,823

(1) ｃ 13,499 13,922 14,511 14,547 14,753 14,768

(2) 7,645 8,169 8,754 8,568 8,876 8,926

(3) 5,077 5,382 6,535 6,070 6,088 6,089

(4) 2,292 2,931 2,932 3,079 3,772 3,793

(5) 541 170 480 1,484 247 247

２. 1,767 1,988 1,208 1,492 1,473 1,237

(1) 725 767 573 602 593 602

(2) 1,042 1,221 635 890 880 635

23年度22年度

支

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

そ の 他

医 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

収

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

21年度

医 業 外 収 益

他会計負担金・補助金

国 ( 県 ) 補 助 金

18年度(実績) 19年度（実績） 20年度（見込）

減 価 償 却 費

そ の 他

経 常 収 益

(B) 30,821 32,562 34,420 35,240 35,209 35,060

経 常 損 益 (A)－(B) (C) ▲ 1,818 ▲ 1,968 ▲ 3,202 ▲ 2,472 ▲ 2,281 ▲ 2,210

１. (D) 85 107 216 18 18 18

２. (E) 159 327 613 58 58 58

特 別 損 益 (D)－(E) (F) ▲ 74 ▲ 220 ▲ 397 ▲ 40 ▲ 40 ▲ 40

▲ 1,892 ▲ 2,188 ▲ 3,599 ▲ 2,512 ▲ 2,321 ▲ 2,250

(G) ▲ 1,037 ▲ 3,225 ▲ 6,824 ▲ 9,336 ▲ 11,657 ▲ 13,907

(ｱ) 31,898 31,335 24,473 22,661 22,047 20,359

(ｲ) 3,397 2,883 3,502 3,502 4,677 4,600

0 0 0 0 0 0

(ｳ) 0 0 0 0 0 0

（※） 0 0 0 0 0 0
(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
(c)
（a）

(H)
ａ

（※）N年度における単年度資金不足額については、次の算式により算出すること。
○「N年度 単年度資金不足額」＝（「N年度の不良債務額」－「N－１年度の不良債務額」）
・不良債務額が負の数となる場合（不良債務が発生しない場合）においても負の数で上記単年度資金不足額を算出すること

74.4

0

0

0

83.3

0

93.7

0.0

0 0

職員給与費対医業収益比率 ×100

地方財政法施行令第19条第１項
により算定した資金の不足額 (H) 0

0

76.1 85.3 81.3 84.1

医 業 収 支 比 率 ×100

地方財政法上の資金不足の割合 ×100

89.9

48.6

不 良 債 務 比 率 ×100

差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

単 年 度 資 金 不 足 額

不

良

債

務

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当年度同意等債で未借入
(ｴ)

経 常 収 支 比 率 ×100

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

出
経 常 費 用

0

0

又 は 未 発 行 の 額

流 動 資 産

流 動 負 債

94.1

0.0

52.4

88.7

0 0

0 0 0 0

48.6

94.0 90.7 93.0 93.5

0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0

90.9 84.2 89.3 89.9

50.1 51.9 48.3

病 床 利 用 率

0 0 0 0

0

0地方公共団体の財政の健全化に関する法律上の
資金不足比率

0 0 0 0 0

・不良債務額が負の数となる場合（不良債務が発生しない場合）においても負の数で上記単年度資金不足額を算出すること
例）「22年度単年度資金不足額▲30百万円」＝（「22年度不良債務額▲20百万円」－「21年度不良債務額10百万円」）



団体名
（病院名）

岐阜県

２．収支計画（資本的収支） (単位：百万円、％)

年 度

区 分

１. 6,354 2,256 3,453 1,484 3,113 2,739

２. 1,014 1,289 885 1,262 1,634 4,010

３. 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0

５. 0 0 0 0 0 0

６. 10 3 19 29 0 0

７. 0 1 0 0 0 0

(a) 7,378 3,549 4,357 2,775 4,747 6,749

(c) 0 0 0 0 0 0

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 7,378 3,549 4,357 2,775 4,747 6,749

１. 12,398 1,228 3,640 8,333 3,277 2,776

２. 1,357 3,664 4,051 2,544 2,901 6,522

３. 0 0 0 0 0 0

４. 237 14 10 0 0 0

(B) 13,992 4,906 7,701 10,877 6,178 9,298

差 引 不 足 額 (B)－(A) (C) 6,614 1,357 3,344 8,102 1,431 2,549

１. 986 1,357 2,474 8,102 1,431 2,549

２ 0 0 0 0 0 0

20年度（見込）

0 0 0 0 0 0

23年度21年度 22年度

補
て

収

入

他 会 計 借 入 金

国 ( 県 ) 補 助 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

前年度許可債で当年度借入分

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

支

出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入金返還金

そ の 他

支 出 計

(b)
支 出 の 財 源 充 当 額
うち翌年度へ繰り越される

そ の 他

収 入 計

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

18年度(実績) 19年度（実績）

２. 0 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0 0

４. 5,627 0 870 0 0 0

(D) 6,614 1,357 3,344 8,102 1,431 2,549

補てん財源不足額 (C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

（ 663） （ 249） （ 124） （ 347） （ 315） （ 188）

3,830 3,351 3,404 3,287 3,243 3,105

（ 37） （ 39） （ 38） （ 32） （ 0） （ 0）

1,014 1,289 879 1,262 1,634 4,010

（ 700） （ 288） （ 162） （ 379） （ 315） （ 188）

4,844 4,640 4,283 4,549 4,877 7,115

（注）
1
2

0 0 0

22年度18年度(実績) 19年度（実績）

合 計

収 益 的 収 支

（ ）内はうち基準外繰入金額を記入すること。

21年度

繰 越 工 事 資 金

資 本 的 収 支

(単位：千円）

そ の 他

計

20年度（見込）

0

23年度

0 0

実 質 財 源 不 足 額

て
ん
財
源

「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局長通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる
繰入金以外の繰入金をいうものであること。

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。
2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

(F)
又 は 未 発 行 の 額
当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

利 益 剰 余 金 処 分 額


